
10 財政健全化指標の状況

１　健全化判断比率

区 分 22 年 度 21 年 度 増 減

－
(赤字になっていない)

－
(赤字になっていない)

(14.21) (14.24)

－
(赤字になっていない)

－
(赤字になっていない)

(19.21) (19.24)

1.5 1.6

(25.00) (25.00)

－
(算定されない)

－
(算定されない)

(350.00) (350.00)

標準的な状態で見込まれる
一般財源(標準財政規模） 6,550,784千円 6,467,915千円

（　）内は早期健全化基準

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

⑤早期健全化基準

△ 0.1

－

　自治体の自主的な改善努力による財政健全化を図るため１つでも基準以上となった場合、財政健全化計
画を議会の議決を経て策定し、公表するとともに都道府県知事に報告することになります。

※　税収や普通交付税など使途が特定されない財源

将 来 負 担 比 率

各自治体の公債費(一般会計や下水道特別会計の地方債の元利償還金など)による財政負担の度合いを判
断する指標で、３か年の平均で示されます。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、平成22年度決算に基づく財政の健全性を示す4つの
指標 (健全化判断比率)と公営企業の経営状況を明らかにする指標(資金不足比率)を公表します。

　各指標が基準を超えた場合には、財政の早期健全化や再生等を図る計画の策定が義務付けられます。

　葉山町の平成22年度決算に基づく各指標の算定結果は、いずれも基準を下回っています。

　各年度の経営状況を示す指標で一般会計の実質的な赤字額が「標準的な状態で見込まれる一般財源
（※）」の規模に占める比率を表します。

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

－

－

各年度の経営状況を示す指標で一般会計・特別会計の全てをあわせた実質的な赤字額が「標準的な状態
で見込まれる一般財源」の規模に占める比率を表します。

各自治体が将来に支出しなければならない財政負担（地方債の現在高や退職手当の負担見込額など）
が、標準的な状態で見込まれる一般財源の規模の何倍にあたるかを示す指標です。単年度にとどまらず、
中・長期的な視点での財政状況をあらわしており、将来に財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標とい
えます。
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２　資金不足比率

区 分 22 年 度 21 年 度 増 減

－
（資金不足になっていない)

－
（資金不足になっていない)

(20.00) (20.00)

事業規模(料金収入） 217,299千円 204,412千円

（　）内は経営健全化基準

①資金不足比率

②経営健全化基準

　公営企業の自主的な改善努力による経営健全化を図るため、資金不足比率が基準以上となった場合、経営健全化計画
を議会の議決を経て策定し、公表するとともに都道府県知事に報告することになります。

下水道事業特別会計 －

下水道事業特別会計の各年度の経営状況を示す指標で、下水道事業の資金不足額が事業の規模(料金収入
の規模)に占める比率を表します。
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（単位：千円、％）

一般会計等 一般会計 ①

標準財政規模 ②

実質赤字比率　　－①／②×100

　※黒字の場合は、比率を（　）書としている

（単位：千円、％）

実質収支額（資金不足・剰余額） 資金不足比率

公営企業会計 下水道事業特別会計 ③ 32,047 －

国民健康保険特別会計 ④ 102,612

後期高齢者医療特別会計 ⑤ 41,072

老人保健医療特別会計 ⑥ 0

介護保険特別会計 ⑦ 27,489

⑧ 203,220

⑨ 591,201

(9.02)

　※黒字の場合は、比率を（　）書としている

実 質 赤 字 比 率

実 質 収 支 額

387,981

6,550,784

③～⑦の計

①＋⑧

連結実質赤字比率　　－⑨／②×100

公
営
事
業
会
計

会 計 名

会 計 名

連 結 実 質 赤 字 比 率

(5.92)
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（単位：千円、％）

平成20年度 平成21年度 平成22年度

元利償還金（公債費充当一般財源等額） ① 97,022 73,417 90,497

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 ②

公営企業債（下水道事業債）の元利償還金に対する繰入金 ③ 677,236 663,321 615,922

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 ④

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） ⑤ 8,623 8,715 9,096

一時借入金利子 ⑥

⑦ 6,550,222 6,467,915 6,550,784

⑧ 660,290 664,276 638,808

⑨ 122,591 81,177 76,707

⑩ 5,889,932 5,803,639 5,911,976

2.1 1.4 1.2

1.5

区 分

実 質 公 債 費 比 率

①～⑥の計－⑧

分母　⑦－⑧

実質公債費比率（単年度）　⑨／⑩×100

実質公債費比率（３か年平均）

準
元
利
償
還
金

標準財政規模

算入公債費等の額
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(単位：千円、％）

平成22年度決算

一般会計に係る地方債の現在高 ① 5,629,365

債務負担行為に基づく支出予定額 ② 40,000

公営企業債等（下水道事業債）繰入見込額 ③ 9,526,629

組合等負担等見込額 ④

退職手当負担見込額 ⑤ 2,683,813

設立法人等の負債等負担見込額 ⑥

連結実質赤字額 ⑦

組合等連結実質赤字額負担見込額 ⑧

充当可能基金 ⑨ 1,642,673

充当可能特定収入 ⑩ 7,210,683

基準財政需要額算入見込額 ⑪ 9,860,378

⑫ 17,879,807

⑬ 18,713,734

⑭ 6,550,784

⑮ 638,808

⑯ △ 833,927

⑰ 5,911,976

－

将来負担額（①～⑧の計）

充当可能財源等（⑨～⑪の計）

将 来 負 担 比 率

将
来
負
担
額

充
当
可
能
財
源

等

区 分

標準財政規模

⑫－⑬

分母　⑭－⑮

将来負担比率　⑯／⑰×100

算入公債費等の額
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